
一般競争入札参加資格審査申請書

令和６年　　　月　　　日
　北海道教育庁空知教育局長　様

	申請者

	所在地
	〒（　　　　－　　　　）

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	
	印

	電話番号
	（　　　　　　）　　　　　　　－

	メールアドレス
	

	担当者氏名
	　



[bookmark: _GoBack]令和６年（2024年）３月19日に一般競争入札の公告を行う予定である令和６年度北海道岩見沢農業高等学校農業経営者育成寮食事調製業務委託契約に係る競争入札参加資格について審査されたく、関係書類を添えて申請します。
なお、入札参加資格の要件をすべて満たしていること、並びに本申請書及び添付書類の記載事項は、全て事実と相違ないことを誓約します。

記

１　申出事項
　　一般競争入札参加資格申請に当たり、次に該当する旨、申し出ます。
（１）地方自治法施行令第167条の４第１項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は含まれない。）でないこと。
（２）地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札の参加を排除されている者でないこと。
（３）道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
（４）暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。
（５）暴力団関係事業者等でないこと。
（６）次に掲げる税を滞納している者でないこと。
ア　道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
ウ　消費税及び地方消費税
（７）次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除く。）。
　　　ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出
　　　イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出
　　　ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出
（８）食品衛生法（昭和22年法律第233号）第55条により現に営業の許可を受けている者であること。
（９）当該事業を引き続き２年以上営んでいること。
（10）北海道内に本店、支店又は営業所等を有していること。


２　北海道内にある本店、支店又は営業所
（※上記申請者が北海道内に所在しない場合にのみ記入すること。）
	住　　所
	

	名　　称
	



３　添付書類
（１）登記事項証明書（法人）又は市町村長が発行する身分証明書（個人）（写し可）
（２）誓約書（別記第19号様式）
（３）納税証明書（写し可）
（４）健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行している事実を証する書類（写し可）
（５）雇用保険の届出義務を履行している事実を証する書類（写し可）
（６）社会保険等適用除外申出書（別記第20号様式）※該当がある場合に提出
（７）食品衛生法第55条による営業の許可証（写し可） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

≪添付書類についての留意事項≫
（１）登記事項証明書（法人）又は市町村長が発行する身分証明書（個人）（写し可）
・申請日から３か月以内に発行されたものに限ること。
（２） 誓約書（別記第19号様式）
（３）納税証明書（写し可）
・申請日から３か月以内に発行されたものに限ること。
　　　・各証明書については次のとおりとする。
　　ア　道税
　　　　道税事務所又は各総合振興局（振興局）税務課等が発行する「道税について滞納がないこと」を証明するもの。
　　　※北海道に納付した道税の納税証明書の交付申請には、納税者の代表者印が必要です。また、納税者が納税
証明書交付請求を代理人に委任したときは、その委任事項を記載した委任状と代理人印が必要です。
※証明書交付請求時は、証明書の使用目的を「１　資格審査請求」、税目は「６　道税（個人道民税及び地方
消費税を除く。）及び地方法人特別税について滞納がないこと。」を選択して申請してください。　
イ　本店が所在する都府県の事業税
　　　　各都府県が発行する事業税についての納税証明書。
ただし、アの道税に係る証明書を提出する場合は、提出不要。
ウ　消費税及び地方消費税
　　　　各税務署が発行する納税証明書。
（４） 健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行している事実を証する書類（写し可）
　　　 ・「納入告知書」、「適用通知書」等加入状況が確認できる書類
（５） 雇用保険の届出義務を履行している事実を証する書類（写し可）
　　　 ・「領収済通知書」、「概算・確定保険料申告書（控）」等加入状況が確認できる書類
（６） 社会保険等適用除外申出書（別記第20号様式）
　 　　・健康保険、厚生年金保険、雇用保険の加入義務のない場合
（７） 食品衛生法第55条による営業の許可証（写し可）
・当該事業を引き続き２年以上営んでいることを確認できるもの
